
(Ａ)-(Ｂ)

べき財源

(Ｃ)-(Ｄ)

(F)+(G)+(H)-(Ｉ)

(L) (M)   月額  (M)/(L)

特　別　職　等（R6.4.1現在）

臨 時 職 員

※分類不能産業
を分母に含む

427,491千円

一人当り給料
( 報 酬 ) 月 額

改 定 実 施
年 月 日

370,000円

H26.4.1

％
7.17.1

2,978千円

合　　　計

法適用

235人

8人

4人

-人

-人

教 育 公 務 員

消 防 職 員

H6.10.1

一 般 職 員
うち技能労務職

一　　般　　職　　員　　等（R6.4.1現在）

区　　　分

311,293円73,154千円

給 料 月 額 一人当り支給

372,263円

H26.4.1

399,205円

395,000円

312,765円74,751千円

-千円

議 会 議 員

H26.4.11,597千円

H6.10.1

-

448,000円

市 長

副 市 長

教 育 長

区　　　分

700,000円

590,000円

H6.10.1

920,000円

％
-

3,830,041

％
8.0

千円
9,908,886

0.512

％
2.0

千円
229,704

千円
3,455,787

10.5

％
-

％

％

203,728

6,122,972

2,437,481

千円

千円

千円

千円

16,693,34816,528,795

6,271,597

千円

5,576,874 5,511,247

千円

千円 千円 債 務 負 担 行 為 額
19,396,692

連 結 実 質
赤 字 比 率

％
-

％

7
(Ｇ) 47 250,029

実 質 収 支 比 率
12.1

積 立 金

(a) (b)5 実 質 収 支
(Ｅ)

411,598 ▲ 431,656
6

(Ｆ)

指 定 団 体 の 状 況 低 開 発 地 域 特 別 豪 雪 地 域

救 急

退 職 手 当事務の共同処理の状況 消 防 補 償 等

ご み 処 理 し 尿 処 理 消 防

後 期 高 齢 者 医 療

(Ｂ)

歳 入 総 額

歳 出 総 額

教育研究センター へ い 獣 処 理

第 １ 次 第 ２ 次

1

2

区　　分

20,776,935(Ａ)
地 方 債 現 在 高

平成27年

34,432人

第 ３ 次
人　　　　　口 住民基本台帳人口

産　　業　　構　　造

区　分

面　　　　　積

222.85k㎡

国
勢
調
査

世　　帯　　数
R5.3.31 現在

36,894人

▲6.7％ ▲1.5％

20,608,121

12,857世帯 9.7％

千円 千円 千円

27.6％

1,628人 5,264人

155人
就
業
人
口

人　口　密　度

令和2年国調
平成27年国調

令和2年国調

11,127人1,779人

令 和 5 年 度
都道府県名 山 形 県

コ ー ド 番 号 ０ ６ ２ ０ ５ ７

5,083人33,123人

増減率

11,311人R6.3.31 現在
32,634人

62.1％

令和2年

区　　分

増減率
60.4％

9.0％ 28.9％

Ⅰ－２

決 算 状 況 ふ り が な し ん じ ょ う し
Ⅰ－２

（決算カード） 市 町 村 名 新 庄 市

3
(Ｃ)

歳 入 歳 出 差 引 額
現 在 高 合 計

積
立
金
現
在
高

市 町 村 類 型

5年度交付税
種 地 区 分

4
(Ｄ)

翌年度へ繰り越す うち
財政調整基金

令和4年度令和5年度 令和4年度 令和5年度

千円
131,506

千円

19,751,099

その他特定目的基金

(翌年度以降支出予定額)

千円

千円
179,162

千円 千円
1,380,243 857,022

千円

千円

67,539 2,197,528

千円
1,201,081 789,483 244,028

うち
減 債 基 金

千円 千円 ％

千円 千円うち(a)-(b) 千円単 年 度 収 支

8 繰 上 償 還 金 千円 千円 千円標 準 財 政 規 模
(Ｈ) - - 9,933,315

財 政 力 指 数
(Ｉ) 240,000 - 0.502

9 積 立 金 取 崩 し 額 千円 千円

千円

千円 千円

8,585,702

10

基 準 財 政 収 入 額

％
(Ｊ) 171,645 ▲ 181,627 10.0

公 債 費 負 担 比 率
実 質 単 年 度 収 支 千円 千円

千円

千円

8,704,497

13,784,297

基 準 財 政 需 要 額

標 準 税 収 入 額 等

歳 入 一 般 財 源 等

千円 千円 ％
4,419,919 4,356,202 -

実 質 赤 字 比 率
健
全
化
判
断
比
率

将 来 負 担 比 率
13,992,227

上 水 道 32,624千円58,529千円

265,359千円

4,154世帯

の繰入額　　
事 業 名 職員数

普通会計からの繰入額
収 支 額

収 支 額

実質公債費比率

職員数

議 会 議 長

議 会 副 議 長

-円

-千円 -円

239人

86,865円

国
保
会
計
の
状
況

被 保 険 者 一 人 当 り

公
営
企
業
の
状
況

下 水 道

普通会計から
の有無

134,626円

6,438人

一 世 帯 当 り

7人 被 保 険 者 数

7人

保 険 税 調 定 額

519,312円

加 入 世 帯 数

有

有

被保険者一人当り費用

保 険 税 調 定 額

26,988千円 504,361千円



市　　　　　　　　　　税

3,000,000円

1.4/100

12,611,984

×100/75

74,545 0.4 74,545 0.7

33,313 2,189,8072,743,327

法人事業税交付金

24.3

1,402,391

13,359 0.1

地 方 特 例 交 付 金 33,313 0.2

地 方 交 付 税 5,057,185

元 利 償 還 金 1,463,854 7.6

7.2

歳　　　　　　　　入 性　　質　　別　　歳　　出

区　　分 決  算  額 構成比
(Ｋ)の
構成比

区　　分 決  算  額
充　　　当
一般財源等

経常経費充当
経常収
支比率

％

経常一般財源 一般財源等

(Ｋ) (Ｋ)

構成比

地 方 税 4,608,818 22.2 4,399,406 44.2

千円 ％ 千円 ％

22.3

千円 ％ 千円 千円

う ち 職 員 給

人 件 費 2,483,172 12.8 2,280,439 2,231,313

利 子 割 交 付 金 1,107 - 1,107 -

地 方 譲 与 税 141,455 0.7 141,455 1.4

11.6

1,341,983 6.9 1,182,356 1,169,030 11.7

公 債 費

扶 助 費 4,043,263 20.8 1,513,128 1,166,355

1,463,859 7.6 1,402,396

0.2

配 当 割 交 付 金 13,413 0.1 13,413 0.1

1,402,391

1,402,396 14.0

14.0

13.3地方消費税交付金 919,556 4.4 919,556 9.2 1,389,516 1,328,805 1,328,805う ち 元 金

0.7ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 4,994 - 4,994 0.1 73,58674,338う ち 利 子

一時借入金利子 5 -

73,5860.4

特 別 地 方 消 費 税 交 付 金 - - - -

内
訳

株式等譲渡所得割交 付金 16,157 0.1 16,157

7,990,294 41.2 5,195,963 4,800,064 47.9

55 -

自動車取得税交付金 992 - 992 -

物 件 費

(小　　計）

自動車環境性能割交 付金 13,359 0.1 2,371,928 1,431,714 14.3

0.3 17.5補 助 費 等

678,234 525,333 5.2維 持 補 修 費

14.1

4,284,578 43.1

1,754,846

1,365,7254,284,578 1,152,38543.1

6.9 1,086,451

11.5うち一組負担金

普 通 4,284,578 20.6

投資及び出資金・貸付金 989,441 5.1 258,562

7.0

交通安全対策特別交 付金 4,333 - 4,333 -

-

前年度繰上充用金

2,048,239

-

繰 出 金 1,341,981

-

内訳

震 災 復 興 -

48,801

817,352

85,410 0.9

(小　　計） 10,884,894 52.5 9,902,875 99.6 0

10.6 168,727

- -

使 用 料 143,697 0.7 12,560 0.1

投 資 的 経 費

う ち 人 件 費分 担 金 ・ 負 担 金 88,011 0.4

手 数 料 71,620 0.4 - -
内
　
　
訳

0.3 48,801

普通建設事業費 2,035,995 10.5 162,444

国 庫 支 出 金 3,036,923 14.6

（ 補 助 事 業 ） 716,497 3.7 36,609

県 支 出 金 1,524,989 7.3

（ 単 独 事 業 ） 1,185,758 6.1 101,836

財 産 収 入 37,548 0.2 5,549 0.1

（県事業負担金） 133,740 0.7 23,999

寄 附 金 1,336,356 6.4

災害復旧事業費 12,244 0.1 6,283

繰 入 金 671,605 3.2

失業対策事業費 0 - -

0.2

繰 越 金 857,022 4.1

地 方 債 1,224,963 5.9

諸 収 入 894,974

うち減収補てん債特例分 - -

4.3 21,744

9,669,250 96.5

減収補填債（特例分）及び

臨時財政対策債除く (97.2)

100.0

区　　分 決  算  額 構成比 増減率
超過課税分
収 入 済 額

基準税額

議 会 費市 民 税

千円 ％ ％ 千円

1,547,761

千円

294,565 2,870,964

千円 ％ 千円

個 人 分 1,482,293 32.2 0.8 -

法 人 分 307,467 6.7 ▲ 11.7 50,102 総 務 費

1,072,824

14.8 2,676,798

固 定 資 産 税 2,098,944 45.5 ▲ 0.7 - 民 生 費 6,133,343

軽 自 動 車 税 131,435 2.9 ▲ 0.1 - 衛 生 費130,953

市 た ば こ 税 378,527 8.2 ▲ 0.1 - 労 働 費 41,671 0.2 10,267

鉱 産 税 - - - - 農 林 水 産 業 費 916,473 4.7 385,730

特別土地保有税 - - - - 商 工 費 1,247,408 6.4 448,443

普 通 税 計 4,398,666 95.5 ▲ 1.0 50,102 土 木 費 2,040,015 10.5 1,120,900

入 湯 税 740 - - - 消 防 費 714,246 3.7 680,304

都 市 計 画 税 209,412 4.5 0.5 - 教 育 費 2,492,669 12.9 1,404,489

目 的 税 計 210,152 4.5 0.9 - 災 害 復 旧 費 12,244 0.1 6,283

公 債 費 1,463,859 7.5 1,402,396

諸 支 出 金 - - -

合　　計 4,608,818 100.0 ▲ 0.9 50,102 合　　計 19,396,692 100.0 12,611,984

徴

収

率

区　　分 現年度課税分 滞納繰越分 合　　　計

16.2 94.3

市 税 合 計

均 等
割

3,000円
市

民

税

法

人

分所 得
割

標準税率に

99.3 21.8 97.4

％

固定資産税

％

対する比率

98.7

市 民 税

- -

10.7

99.0 17.3 95.9

1,071,883

％

目　　的　　別　　歳　　出

合　　計 19,396,692

2,787,824 14.4

1,367,525

3.5 528,954

特 別 772,607 3.7

合　　計 20,776,935 100.0 9,947,061 100.0

うち臨時財政対策債 71,863

積 立 金 4.2 811,592

0.3

構成比 一般財源等決  算  額

2,077,891

区　　分

3,237,15931.6

166,589 0.9 166,391

1,297,211 6.7

374,800

- 

- 

50,000円

均 等 割 ～

4,425,970

4,425,970

8.4/100

適　　用　　税　　率　　の　　状　　況（R6．4．1現在）

1.0 固 定 資 産 税

法 人 税
割

市

民

税

個

人

分


